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第１章 浜松市における介護予防・日常生活支援総合事業の概要 

１ 介護予防・日常生活支援総合事業の目的 
介護保険法の改正により、地域包括ケアシステムの推進、持続可能な介護保険制度の構築を  
目的とし、介護予防・日常生活支援総合事業（以下「総合事業」という。）が創設され、浜松市では、
平成２９年４月にスタートしています。 

   総合事業は、介護予防・生活支援サービス事業（以下「サービス事業」という。）と一般介護予防
事業の二つからなり、多様な主体が参画し、高齢者の介護予防や自立支援、重度化防止を目指す 
ものです。 

2 介護予防・生活支援サービス事業の対象者 
（1）対象者

要支援１・２認定者及び事業対象者 
※事業対象者とは・・・65 歳以上で、要支援（要介護）状態となることを予防するために、支援を行う 

必要があると判断した者で、「基本チェックリスト」該当者 

（2）要支援認定者と事業対象者の違い 
要支援認定者 事業対象者 

利用できる 
サービス 

【予防給付】 
     ・福祉用具貸与

・訪問リハビリ
・通所リハビリ
・訪問看護  等

【サービス事業】 
・訪問型サービス 
・通所型サービス 

【サービス事業】 
・訪問型サービス 
・通所型サービス 

有効期間 最長 ４８か月 
設定なし 

※ただし、原則要介護認定を受け、認定さ
れれば その時点で有効期間は終了

支給限度額 要支援１   ５，０３２単位 
要支援２  １０，５３１単位 

５，０３２単位 
※給付管理票があるもの
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（3）要介護認定の申請をするか、事業対象者とするかの判断基準 
下表の ①心身の状況 ②利用を希望するサービスについて聞き取り、一つでも該当した場合は、

要介護認定の申請手続きをしてください。 

①心身の状況 
質  問 質問の視点 

杖や歩行器（シルバーカー等）を使用しても、 
一人で外出することが困難・不安 身

体
機
能

自宅周辺の環境に関わらず、外出時に介助や
付き添い・見守りを行っている。 
または、その必要性を感じている場合。 

トイレに一人で行くのが困難 
トイレへの移動や、衣類・布団の上げ下ろし等に
介助や見守りを行っている。 
または、その必要性を感じている場合。 

なかなか言葉が出てこなくて困ることが増えた 
認
知
機
能

日常生活への支障が生じたり、本人に家族等
が見守り・声かけをしたりする等、心配する状況
がある場合。 

物が見つからず、探し物をしていることが増えた 

薬の飲み忘れや飲み間違いが増えた 

  ②利用を希望するサービス 
希望するサービス サービスの種類 

車いす・歩行器・杖等の福祉用具レンタル 福祉用具貸与 

住宅改修 
（手すり・スロープ・段差解消・浴室・トイレ等） 

住宅改修 

看護師の訪問 
（例 病気・体調確認） 

訪問看護 

リハビリテーション 
訪問リハビリテーション（自宅の場合） 
通所リハビリテーション（通いの場合） 

通いのサービス 
（例 機能訓練、入浴・食事介助等） 

通所介護（デイサービス） 
地域密着型通所介護（デイサービス） 
認知症対応型通所介護 

施設の短期間入所（ショートステイ） ショートステイ 
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3 浜松市における介護予防・生活支援サービス事業の種類 
サービス事業は、「訪問型サービス」「通所型サービス」から構成されます。 
浜松市が実施する主なサービス事業は、下表のとおりです。 

（１）訪問型サービス 

事業名 
介護予防 
訪問サービス 

生活支援 
訪問サービス 

住民主体 
訪問型サービス 

類型 従前相当 緩和基準（サービス A） 
住民主体による 

サービス B サービスＤ 

内容 
介護予防訪問介護相当サービ
ス（有資格者の訪問介護員に
よる生活援助・身体介護） 

生活援助 生活援助等 移動支援 

対象者 
要支援 1・2 認定者 
事業対象者 

要支援 1・2 認定者 
事業対象者 

要支援１・２認定者、 
事業対象者のうち、 
提供主体が定める者 

対象 
ケース 

主に身体介護が必要とされる方 生活援助が必要と判断される方 

サービス
提供主体 

訪問介護事業所 
（事業者指定） 

訪問介護事業所 
（事業者指定） 

住民主体の 
サービス提供団体 
（補助団体） 

サービス
提供者 

介護福祉士等 
介護福祉士等及び 
法人が行う研修修了者 

ボランティア 

サービス
単価 

1,176 単位（週 1回程度） 
2,349 単位（週 2回程度） 
3,727 単位（週 2回超） 

941 単位（週 1回程度） 
1,880 単位（週 2回程度） 
2,982 単位（週 2回超） 
(｢介護予防訪問サービス｣の8割) 

｢緩和した基準｣以下 

利用者 
負担 

原則１割負担 
※一定以上の所得のある人は 

2、3 割負担

原則１割負担 
※一定以上の所得のある人は 

2、3 割負担
提供主体が定める額 

プラン 
作成 

ケアマネジメントＡ ケアマネジメントＢ ケアマネジメントＣ 

※要支援者で、介護予防サービス（福祉用具、訪問看護等）を併せて利用する場合、介護予防
支援プランとなる  
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（２）通所型サービス 

事業名 
介護予防 
通所サービス 

元気はつらつ教室 
運動器の機能向上 
トレーニング教室 
（天竜区のみ実施）

住民主体 
通所型サービス 

類型 従前相当 
緩和基準 

（サービス A） 
短期集中予防サービス 
（サービス C） 

住民主体によるサービス
（サービス B） 

内容 

・入浴、移動、食事等
の介助 
・運動、レクリエーション 
・専門職による機能訓 
練 

・閉じこもり予防 
・身体機能低下予防 
活動（ロコトレ等） 
・教養、創作、趣味活 
動等 
・給食あり（料金別） 
・送迎あり 

・生活機能を改善する
ための運動器の機能
向上プログラム 
・送迎あり 

・サロン等におけるレクリ 
エーション 
・交流、運動の場の提 
供等 

対象者 
要支援 1・2 認定者 
事業対象者 

要支援 1・2 認定者 
事業対象者 

要支援 1・2 認定者 
事業対象者 

要支援１・２認定者事
業対象者含む 

提供主体が定める基準 

対象 
ケース 

上記サービス内容を 
必要とする利用者 

「基本チェックリスト」によ
り、閉じこもり・認知症・
うつ予防支援が必要と
された人 

「基本チェックリスト」に 
より、選定基準及び 決
定項目に該当する人 
（運動器の機能向上
が必要と判断された
人） 

提供時間 利用者の計画による 概ね６時間 概ね２時間  

サービス
提供主体 
（方法） 

通所介護事業所 
（事業者指定） 

受託事業所 
（委託） 

受託医療機関 
（委託） 

※天竜区のみ実施

住民主体の 
サービス提供団体 
（補助団体） 

サービス 
提供者 

介護職員、 
機能訓練指導員等 

介護職員 
（資格要件なし） 

理学療法士、 
運動実践指導士等 

ボランティア 

サービス
単価 

1,672 単位 
(週 1回程度) 
3,428 単位 

(要支援2・週1回を超え
る程度)

｢従前相当｣の 9割程度

利用者 
負担 

原則１割負担 
※一定以上の所得のある
人は 2、3 割負担 

原則１割負担 
※一定以上の所得のある 

人は 2、3 割負担 

原則１割負担 
※一定以上の所得のある
人は 2、3 割負担

提供主体が定める額 

プラン 
作成 

ケアマネジメントＡ ケアマネジメントＢ ケアマネジメントＣ 

※要支援者で、介護予防サービス（福祉用具、訪問看護等）を併せて利用する場合、介護予防支援
プランとなる 
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＋

介護予防ケアマネジメント A・B・C 
総合事業のサービスを利用するにあたっては、介護予防ケアマネジメント（プラン作成）が必要となります。利
用するサービスによって、介護予防ケアマネジメントの類型（A・B・C）が変わります。（詳細は第２章を参照）
※訪問看護や福祉用具貸与等「介護予防給付サービス」を併せて利用する場合は、「介護予防支援計画」
となります。

４ 相談受付からサービス利用までの流れ 

介護予防給付のサービス 
訪問看護 
訪問リハビリテーション 
福祉用具貸与  他 

地域包括支援センター・区役所窓口へ相談 

介護予防・生活支援サービス事業のみ 
利用希望 

要介護１ ５ 事業対象者

介護予防・生活支援サービス事業 
訪問型サービス（従前相当・緩和基準・住民主体） 
通所型サービス（従前相当・緩和基準・短期集中・住民主体）

心身の状態・希望サービスをもとにスクリーニング 

介護（予防）給付のサービスの 
利用希望 

非該当 

介護給付
サービス

※総合事業は、 
 利用できませ 
ん。 

基本チェックリストの実施要介護認定の申請・審査 

要支援１・２ 

一般介護予防事業 
  ロコモーショントレーニング事業 等 

非該当 

総
合
事
業 
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5 元気はつらつ教室（緩和基準の通所型サービス） 
概  要 

対象者 
事業対象者及び要支援 1・2 認定者のうち、本人や家族の希望、地域包括支援センターにおける

アセスメントにより、閉じこもり・認知症・うつ予防支援が必要と判定された者 

内容 

・閉じこもり、認知症、うつ予防の活動等 ・教養講座 

・身体機能低下予防のロコモーショントレーニング及び高齢者スポーツ活動 

・陶芸、園芸等の創作活動  ・手芸、木工、絵画等の趣味活動 ・その他（屋外活動等） 

・給食サービス（料金は別） ・送迎サービス 

利用回数・時間 １週間につき１回まで（月４回上限） 原則１０ ００ １６ ００（６時間） 

事業実施方法 委託（事業委託先は帳票⑩参照） 

実施の流れ 

※元気はつらつ教室事業者が実施する事項 

① 事前アセスメントの実施（参加者個々の心身機能等のレベル評価） 

② 個別サービス計画の作成（帳票⑪）

③ 個別サービス計画に基づく事業実施 

④ 事業実施開始後、定期的に評価を実施し、結果（個別サービス計画）を委託者に報告 

（評価時期の目安 開始 6 か月後、年度末） 

利用者負担 
1 人あたりの委託費の１割負担、一定所得がある人は２割または３割負担 
※負担割合については、「負担割合証」や「浜松市介護予防・日常生活支援総合事業サービス利用決定  

通知書」で確認する。昼食代を実費負担（金額は事業所によって異なる）

利用に対しての 

留意事項 

・従前相当の通所型介護サービスとの併用はできない。 

・利用施設の併用はできない。 

6 一般介護予防事業 
 事業名 概  要 

ロコモーション 
トレーニング事業 

自治会の集会場等、自宅から通える場所を会場として、椅子を利用したスクワット、開眼片足
立ち等の運動（ロコモーショントレーニング）を行うことで、骨、関節、筋肉等の運動器の機能
向上を目指すロコモーショントレーニングを行う高齢者団体等の活動を支援するもの。 

ささえあいポイント事業 
介護施設等や地域で行ったボランティア活動、介護予防活動に対して付与されたポイントを
奨励金や寄附に交換できる。 

口腔ケア・栄養改善 
支援事業 

市が委託する介護予防・生活支援サービスの通所型サービスに対し、歯科衛生士や栄養士を
派遣し、口腔機能向上及び口腔ケアや低栄養予防についての正しい知識や技術を普及啓発
することで、介護予防を推進するもの。 

地域リハビリテーション 
活動支援事業 

理学療法士等専門職の派遣が必要と市が認める講座や団体に対し、専門職を派遣し、ロコモ
ティブシンドローム予防に向けた助言や指導を行うもの。 
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第２章 介護予防ケアマネジメント 

１ 介護予防ケアマネジメントの基本的な考え方 
地域において、高齢者が健康を維持し、改善可能な場合は適切な支援を受けて改善に向かい、

もし、医療や介護、生活支援等を必要とする状況になっても住み慣れた地域で暮らし、その生活の質
を維持・向上させるためには、高齢者一人一人が自分の健康増進や介護予防についての意識を
持ち、自ら必要な情報にアクセスするとともに、介護予防、健康の維持・増進に向けた取り組みを行う
ことが重要となります。 
総合事業においては、高齢者自身が、地域で何らかの役割を果たせる活動を継続することにより、
結果として介護予防につながるという視点からも、利用者の生活上の何らかの困りごとに対して、単に
それを補うサービスを当てはめるのではなく、利用者の自立支援に資するよう、心身機能の改善だけで
はなく、地域の中で生きがいや役割を持って生活できる居場所に通い続ける等、「心身機能」「活動」
「社会参加」にバランスよくアプローチしていくことが重要です。 
このようなことから、総合事業における介護予防ケアマネジメントについては、適切なアセスメントの
実施により、利用者の状況を踏まえた目標を設定し、利用者本人がそれを理解した上で、その達成
のために必要なサービスを主体的に利用して、目標の達成に取り組んでいけるよう、具体的に介護予
防・生活支援サービス事業等の利用について検討し、ケアプランを作成していくこととなります。 
なお、介護予防ケアマネジメントは、適切なサービスが包括的・効率的に提供されるよう、専門的
視点から支援を行うものであり、原則的なケアマネジメントでは、ケアプランの自己作成は想定されて
いません。 

《介護予防ケアマネジメントの概要》 
対象者 実施者 目的 サービス内容 

事業対象者 

地域包括支援センター 
（指定居宅介護支援事業所 

への委託も可）

日常生活支援 
(自立支援) 
＋ 

介護予防 

◆自助努力 
◆インフォーマルサポート 
・地域や家族による支援 
・地域のサロン等（地区社協等） 
・民間による生活支援サービス 等 
◆公的サービス 
・サービス事業 
・一般介護予防事業 等 

要支援1・2認定者 
(介護予防給付サービスを
受ける人は除く)
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２ 介護予防ケアマネジメントの種類 
総合事業の訪問型サービス、通所型サービスの利用に際し、地域包括支援センターは、アセスメ
ント、プラン作成等のケアマネジメント業務を行います。 
ケアマネジメントは利用するサービスの種類により、下表（２）のとおり３種類に分類されています。
（１）介護予防ケアマネジメントのプロセス 

（２）サービス種別ごとの介護予防ケアマネジメントの類型 
介護予防 

ケアマネジメントＡ 
介護予防 

ケアマネジメントＢ 
介護予防 

ケアマネジメントＣ 

サービス 
種別

◆従前相当サービス 
・介護予防訪問サービス 
・介護予防通所サービス

◆緩和基準によるサービス 
（サービス A） 
・生活支援訪問サービス 
・元気はつらつ教室（通所） 
◆短期集中予防サービス 
（サービス C） 
・運動器の機能向上トレーニ
ング教室

◆住民主体によるサービス 
（サービス B） 
・通所型サービス 
・訪問型サービス 
◆住民主体によるサービス 
（サービス D） 
・移動支援サービス

プロセス
（1）参照

介護予防支援と同様 
① ⑦

介護予防支援を簡略化 
①②④⑤⑥ 

※生活支援訪問サービスは、事業者
指定のため⑦も実施する

介護予防支援を簡略化 
①②④

モニタリング 
３か月に１回は利用者宅を
訪問し、面接を実施。訪問し
ない月は電話等で確認。 

6 か月に１回は利用者と 
面接を実施。 
※サービスCは3か月1 クールのため
モニタリングは不要

原則不要 

ケアプラン 
期間 

最長でも認定有効期間（ただし評価は１年毎に行う） 
※事業対象者のケアプラン期間は 1年

設定なし 

基本報酬 ４，４７１円 ３，２４６円 ２，１９５円 
初回加算 ３，０６３円 ３，０６３円 なし 
報酬の算定 ケアプラン期間中 開始月のみ 
実施機関 地域包括支援センター（ケアマネジメント A.B のみ指定居宅介護支援事業所へ再委託可）
※｢訪問看護｣や｢福祉用具貸与｣等の介護予防給付サービスを併せて利用する場合は、介護予防支援
（１３ページ参照）によるケアマネジメントが行われます。 

①
ア
セ
ス
メ
ン
ト

⑥
モ
ニ
タ
リ
ン
グ

評
価

⑤
サ
ー
ビ
ス
提
供

状
況
の
聴
取

④
ケ
ア
プ
ラ
ン
確
定

本
人
に
交
付

③
サ
ー
ビ
ス

担
当
者
会
議

②
ケ
ア
プ
ラ
ン

原
案
作
成

⑦
給
付
管
理
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３ 介護予防ケアマネジメント実施の手順 

事業対象者  

ケアマネジメントＡ 
◆従前相当サービス 
・介護予防訪問サービス 
・介護予防通所サービス  

要支援１・２認定者 

ケアマネジメントＢ 
◆緩和基準によるサービス 
(サービス A) 
・生活支援訪問サービス 
・元気はつらつ教室

ケアマネジメントＣ 
◆住民主体によるサービス
 (サービス B) 
・通所型サービス 
・訪問型サービス 

◆住民主体によるサービス
 (サービス D) 
・移動支援サービス 

地域包括支援センターにケアマネジメントを依頼
居宅介護支援事業所は地域包括支援センターへ提出 

介護予防ケアマネジメント利用の手続き

アセスメント（課題分析）

ケアプラン原案（ケアマネジメント結果）作成
居宅介護支援事業所はケアプラン原案を地域包括支援センターへ提出 

ケアプランの確定・交付

サービス利用開始

利用者への説明・同意
居宅介護支援事業所はケアプランを地域包括支援センターへ提出 

サービス担当者会議 

モニタリング
利用者との面接は 
6 か月に１回 

評価
最長 1年に 1回 

ケアマネジメントＢ 
◆短期集中予防サービス  
(サービス C) 
・運動器の機能向上 
トレーニング教室

モニタリング
毎月実施（電話等で確認） 
利用者宅への訪問は 
３か月に１回

介護予防ケアマネジメントＣに
関しては、モニタリングを省略で
きるが、利用者の状況の変化
を見過ごさないような 仕組み
を構築しておくこと。
（例 利用中止等、利用者
に状況変化があった場合に地
域包括支援センターへ連絡が
入る体制づくり 等） 
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4 元気はつらつ教室のケアマネジメント（介護予防ケアジメントＢ） 
浜松市では、緩和基準の通所型サービスとして「元気はつらつ教室」を市の委託事業として実施   

しています。そのため、指定介護サービス事業所によるサービスと異なり、給付管理は行いませんが、   
年度単位での契約になるため、モニタリング等については下表のとおり実施します。 
◆元気はつらつ教室利用者のモニタリング 
時期 ６か月毎に実施 (利用者と面接) 

方法 
元気はつらつ教室事業受託者が作成した直近の評価（個別サービス計画）を受ける等、利用者
の情報を得てモニタリングを実施する。 

記録
様式 

プラン変更なし 「介護予防支援・介護予防ケアマネジメント経過記録」（帳票⑧） 

プラン変更あり 「介護予防支援・介護予防ケアマネジメントサービス評価表」（帳票⑨） 

提出 
書類 

年
度
途
中 

プラン変更 
なし 

不要（地域包括支援システムには入力する） 

プラン変更 
あり 

①「介護予防支援・介護予防ケアマネジメントサービス評価表」（帳票⑨） 
②基本チェックリスト（帳票⑤）  
③変更・廃止申請書 

年度末 

①「介護予防支援・介護予防ケアマネジメントサービス評価表」（帳票⑨） 
※事業対象者は、年度末に必ず評価を実施する。 
※要支援者の評価時期は、支援計画に基づく時期で実施しても構わない。
ただし、元気はつらつ教室事業受託者も、地域包括支援センターやケアマ
ネジャーからの評価やプランを参考に新年度の個別サービス計画を作成す
る必要があるため、直近の「介護予防支援・介護予防ケアマネジメントサー
ビス評価表」（帳票⑨）は提出する。 
②基本チェックリスト（帳票⑤）  

次年度継続者 
①介護予防サービス・支援計画書（帳票⑥） 
②基本チェックリスト（年度末評価時に実施したものでよい）（帳票⑤） 
③利用者基本情報（帳票④-1、④-2） 

◆注意事項 
様式名 注意点 

介護予防サービス・支援計画書 
・利用者の署名欄の日付は、評価実施日以降 
・同意欄の押印は、自筆の署名であれば省略可 

介護予防支援・介護予防ケアマネ
ジメントサービス評価表 

・「総合的な方針」は、他のサービス利用が無ければ「今後の方針」と
同じでも可 
・地域包括支援センターが作成した場合は、地域包括支援センター
記入欄の「意見」は省略可 

利用者基本情報 ・最新の情報に更新する 
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地域包括支援センター 元気はつらつ教室事業所 市役所（区長寿保険課）
４月

【個別サービス計画の作成】

９月 【評価の実施】
（6か月後）

【モニタリング】

年度末 【実施後の評価・アセスメント】

※様式名の〇内の数字は、帳票番号を表す。

元気はつらつ教室のケアマネジメント様式の流れ

【プラン変更あり】

※利用者の状況に応じて

プラン変更した場合も、

随時上記のとおり提出する。

※要支援者については、

直近の評価表でも構わない。

業務委託契約（１年契約）

個別サービス計画⑪

介護予防サービス・

支援計画書⑥

提出

利用者基本情報

④-1、2

基本チェックリスト⑤

写しを包括へ

個別サービス計画⑪

（中間評価結果の記載）

介護予防支援・介護予

防ケアマネジメントサー

ビス評価表（様式８）⑨

基本チェックリスト⑤

変更・廃止申請書

介護予防支援・介護予

防ケアマネジメントサー

ビス評価表（様式８）⑨

基本チェックリスト⑤

個別サービス計画⑪

（年度末評価の記載）

提出

個別サービス計画⑪

写しを包括へ

個別サービス計画⑪

（中間評価結果の記載）

【プラン変更なし】

介護予防支援・介護

予防ケアマネジメント

経過記録（様式７）⑧

提出

写しを包括へ

個別サービス計画⑪

（年度末評価の記載）

提出

介護予防サービス・

支援計画書⑥

利用者基本情報

④-1、2

基本チェックリスト⑤

写しを事業所へ

介護予防支援・介護予

防ケアマネジメントサー

ビス評価表（様式８）⑨

基本チェックリスト⑤

変更・廃止申請書写しを事業所へ

提出

提出

※要支援者については、

直近の評価表でも構わない。

介護予防支援・介護予

防ケアマネジメントサー

ビス評価表（様式８）⑨

基本チェックリスト⑤

写しを事業所へ
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１.補助申請に関する事前調整（市役所高齢者福祉課 生きがい・長寿政策Ｇ）

３.「基本チェックリスト」の実施と事業対象者の判定

２.住民主体サービス団体との調整

６.介護予防ケアマネジメントＣの作成 

９.介護予防ケアマネジメントＣの請求（国保連合会へ請求）

５.地域包括支援センターからの情報提供を受け、住民主体サービス団体は補助申請の可否を確認

４.住民主体サービス団体へ「基本チェックリスト」の結果報告

７.介護予防ケアマネジメントＣの交付と契約（利用者と住民主体サービス団体）

11.モニタリング

８.住民主体サービス団体の補助申請（申請先 高齢者福祉課 生きがい・長寿政策Ｇ）

10.「業務完了報告書」の提出（提出先 高齢者福祉課 地域包括ケア推進Ｇ・区長寿保険課）

5 介護予防ケアマネジメント Cの流れ
◆住民主体訪問型・通所型サービス（  住民主体のサービス団体   地域包括支援センター業務）
           ・ 

・補助申請希望の住民主体サービス団体は、市からの説明を受け、補助申請が可能であるかを確認する。 
・補助申請の意向が固まれば、市担当課等から、担当する包括に「基本チェックリスト」の実施等の依頼をする。 

・補助申請予定の団体と、「基本チェックリスト」の実施方法や、判定結果の返し方について、調整する。 

・対象者に対して、「基本チェックリスト」の実施とケアマネジメント作成に伴う手続きについて、説明する。 
・「基本チェックリスト」の実施方法は、集団実施でも、個別実施でも構わない。 
・事業対象者であるか否かの判定結果を報告する際は、個別対応が望ましい。 

・住民主体サービス団体としての補助を申請する場合、以下の条件が必要となるため、「基本チェックリスト」の結果は
住民主体サービス団体へ情報提供する。 
【通所型】 利用者のうち１名以上が事業対象者および要支援１・２認定者であること。 
【訪問型】 要支援１・２認定者または事業対象者1人あたり月に 1回以上サービスを提供し、団体として月 

に延べ４回以上のサービス利用が見込まれること。 

・要件が整えば、住民主体サービス団体としての補助申請が可能となる。 
・補助申請をすることが決まれば、介護予防ケアマネジメントＣプランの作成を依頼する。 

・プラン作成の前に、高齢者福祉課 地域包括ケア推進Ｇへ対象団体名を連絡する。 

・介護予防ケアマネジメントＣに関してはモニタリングを省略できるが、利用者の状況の変化を見過ごさないような 
仕組みを構築しておくこと。 
（例 利用中止等、利用者に状況変化があった場合に地域包括支援センターへ連絡が入る体制づくり 等） 
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6 「介護予防支援」と「介護予防ケアマネジメント」の違い 
介護予防支援 介護予防ケアマネジメント 

対象者 要支援１または要支援２の認定を受けた方の
うち、「予防給付」を利用する方 

事業対象者・要支援 1 または要支援２の認定を
受けた方のうち、「介護予防・日常生活支援総合
事業」のみを利用する方 

利用できる 
サービス 

・予防給付 
・予防給付＋「介護予防・日常生活支援総合 
事業」 

「介護予防・日常生活支援総合事業」 

実施方法 地域包括支援センターが 
「指定介護予防支援事業所」として実施 

地域包括支援センターが 
浜松市からの業務委託により実施 

一部委託 地域包括支援センターから 
指定居宅介護支援事業所への一部委託が可能 

地域包括支援センターから 
指定居宅介護支援事業所への一部委託が可能 

居宅介護支援費
の逓減性 逓減性の対象となる 逓減性の対象とならない 

７ サービス併用の考え方 
併用サービス 

訪問型サービス 通所型サービス 

介護予防 
訪問 
サービス 

生活支援
訪問 
サービス 

住民主体
による 
サービス 

介護予防
通所 
サービス 

元気 
はつらつ 
教室 

住民主体
による 
サービス 

運動器の
機能向上 
トレーニング
教室

主
サ
ー
ビ
ス

訪
問
型
サ
ー
ビ
ス

介護予防訪問 
サービス × ○ 〇 〇 〇 〇 

生活支援訪問 
サービス × ○ 〇 〇 〇 〇 

住民主体による 
サービス ○ ○ 〇 〇 〇 〇 

通
所
型
サ
ー
ビ
ス

介護予防通所 
サービス 〇 〇 〇 × ○ ○ 

元気はつらつ 
教室 〇 〇 〇 × ○ ○ 

住民主体による 
サービス 〇 〇 〇 ○ ○ ○ 

運動器の機能向上 
トレーニング教室 〇 〇 〇 ○ ○ ○ 

※運動器の機能向上トレーニング教室は、介護予防通所リハビリテーションを利用している場合には利用できないが、
介護予防通所サービスとの併用は可能である。 
ただし、サービスを併用する場合は、必要性をプランに記載しておくこと。 
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第３章  給付管理・請求事務

１ 介護予防ケアマネジメントの届出  
事業対象者が、総合事業の訪問型・通所型サービスを利用する場合には、「介護予防ケアマネジメント 
依頼届出書」の提出が必要となります。当該届出により事業対象者の登録を行い、総合事業の訪問型・  
通所型サービスの利用が可能になります。なお、要支援認定者から事業対象者に移行する際も、事業対象
者として新たに登録を行うため、「介護予防ケアマネジメント依頼届出書」の提出が必要となります。  
「介護予防ケアマネジメント依頼届出書」を提出すると、即日に「被保険者証」と「負担割合証」を一緒に 
発行します。 

事業対象者の被保険者証の印字イメージ 
有効期間 事業対象者の有効期間はありません。 
        ただし、原則介護認定を受け、認定されればその時点で有効期間は終了になります。 
支給限度額 対象者の支給限度額は、予防給付の要支援 1 と同じ５，０３２単位です。 

   給付制限 総合事業では、給付制限について適用しません。 

介護保険負担割合証
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２ 介護予防ケアマネジメント費等の請求 
《請求先》  

利用者 利用サービス 給付管理票 費用 

要支援 1・2   
認定者 

予防給付のみ 

国保連合会 

介護予防支援費 

①予防給付＋総合事業 

②総合事業のみ 

介護予防ケアマンジメント費

事業対象者 ③総合事業のみ 

① 要支援1・2 認定者が予防給付と総合事業を併用した場合 
指定介護予防支援事業者は、国保連合会へ給付管理票の提出と介護予防支援費を請求する。 

② 要支援1・2 認定者が総合事業のみを利用した場合 
指定介護予防支援事業者は、国保連合会へ給付管理票（※給付管理票のあるもののみ）の提出と  

介護予防ケアマネジメント費を請求する。 

③ 事業対象者が総合事業を利用した場合 
指定介護予防支援事業者は、国保連合会へ給付管理票（※給付管理票のあるもののみ）を提出と  

介護予防ケアマネジメント費を請求する。 

※総合事業の元気はつらつ教室（緩和基準の通所型サービス）や住民主体のサービスについては、給付  

管理票はありません。 

※居住地と住民登録されている住所が異なる場合の給付管理は、住民登録上の住所地を担当する地域包

括支援センターが行います。 
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３ 認定申請と総合事業サービスの取り扱い 

《パターン１》  事業対象者   要介護１ 
 新規申請し、認定結果が出る前に総合事業サービスの利用を開始していた場合、認定結果が要介
護１以上であっても認定結果の出た日以前のサービス利用分については、総合事業より支給される。 

 申請日                       認定日 

             総合事業サービス利用 

              総合事業から支給 

《パターン２》  事業対象者   要介護１ 
 事業対象者として総合事業サービスを提供された後、要介護認定を受けた場合には、介護給付サー
ビスの利用を開始するまでの間にあっては、事業対象者として取り扱うことができる。 
ただし、居宅介護サービス計画作成依頼届出時、介護給付サービス利用開始日を、認定日では 
なく、介護給付サービス利用開始日とすることを伝えておくことが必要となる。 

 申請日                認定日 

       総合事業サービスのみ利用  

総合事業から支給                        介護給付サービス利用開始 

※月途中で《パターン２》の状況となった場合は、居宅介護支援事業所が、総合事業分と介護
給付分を併せて限度額管理をし、居宅介護支援費を請求する。（給付管理票の提出含む）
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要介護１ 

《パターン３》  要支援１・２認定者   要介護１（介護申請） 
要支援１・２認定者が介護申請（新規要介護認定申請）を行い、認定結果が要介護１以上の
場合には、総合事業サービス利用分については総合事業から支給されない。（全額自費） 

介護申請                  認定日 

要支援 

     総合事業サービス利用【全額自費】

介護給付サービス利用開始 

 ※介護申請時点で要介護になる可能性があることを想定し、居宅介護支援事業所と連携しておく 
ことが必要である。 
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要介護１ 

要介護１ 

《パターン４》  事業対象者   要介護１ 
事業対象者として介護予防ケアマネジメントを申請し、総合事業の訪問型サービスを利用していた者
が、要支援となる見込みで新規申請を行い、介護予防支援の暫定プランに基づいて総合事業の訪問
型サービスと福祉用具貸与を利用していたところ、要介護１と判定された。 
新規申請と同時に給付サービスである福祉用具貸与の利用を開始しているため、申請日に遡って 
要介護者として取り扱うか、事業対象者のままとして取り扱うかによって、以下のような考え方となる。

◆要介護者として取り扱う場合◆ 

申請日 認定日

訪問介護（介護給付サービス）

  福祉用具貸与（介護給付サービス）

浜松市の運用として、暫定プランを立てる際に介護予防サービス計画の届出がされていることが前提 
となるが、総合事業の従前相当サービスである介護予防訪問サービス、介護予防通所サービス、生活
支援訪問サービスに限り、遡ることを可能とする取り扱いとする。 

◆事業対象者のままとして取り扱う場合◆ 

申請日                        認定日 

           総合事業サービス                   訪問介護（介護給付サービス） 

           福祉用具貸与【全額自費】             福祉用具貸与（介護給付サービス） 

事業対象者のままとして取り扱うのであれば、総合事業サービス利用分を請求することができ、  
福祉用具貸与が全額自己負担となる。 
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要支援２ 

《パターン５》  事業対象者   要支援 1、2 
要介護となる見込みで新規申請を行い、暫定プランに基づいて、通所介護と福祉用具貸与を利用
していた者が、認定結果が要支援と判定された。

申請日                        認定日 

総合事業サービス

福祉用具貸与（介護予防サービス）

浜松市の運用として、暫定プランを立てる際に居宅介護サービス計画の届出がされていることが前提と 
なるが、介護給付サービスである訪問介護と通所介護を、総合事業の介護予防訪問サービス、介護予
防通所サービス、生活支援訪問サービスとして、遡ることを可能とする取り扱いとする。 

 元気はつらつ教室利用者が介護申請をする場合の注意事項  

◆要支援認定を受けている元気はつらつ教室利用者が、介護申請し、申請後も継続して教室を 
利用し続けて認定結果が「要介護」となった場合、申請日に遡って認定されるため、元気はつらつ
教室利用分は介護保険の対象とはなりません。 
介護申請をする場合は、認定結果が出るまでは教室利用をお休みしていただくようご案内ください。 
◆ご家族の方が、事業所へ相談せずに介護申請をしてしまう場合もあるため、利用者のご家族へも
教室利用をする場合の注意事項として、ご案内ください。 

４ 過誤請求 
総合事業費及び介護予防ケアマネジメント費の取り下げについては、「介護予防・日常生活支援総合事業

請求取り下げ申立書」を浜松市に提出して実施してください。 
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５ 代理受領委任状
介護予防ケアマネジメント費は、給付管理票及び委託先指定居宅介護支援事業所情報に記載された居 

宅介護支援事業所に支払われます。国保連合会では、代理受領委任事業所の登録をしないため、代理受

領委任状の提出は不要です。 
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第４章  介護予防ケアマネジメント（介護予防支援）の業務委託の流れ

（１）介護予防ケアマネジメント（介護予防支援）の業務委託の手順 

手順 帳票 
１．契約 （地域包括支援センターと利用者間でのマネジメント契約） （契約書、重要事項説明書、個人情報に関する

同意書） 
地域包括支援センターから「介護予防支援サービス業務委託
確認書」の交付を受ける。 介護予防支援サービス業務委託確認書 

（地域包括支援センターより市役所（区役所）へ「介護予
防サービス計画作成・介護予防ケアマネジメント依頼（変
更）届出書」を提出） 

（介護予防サービス計画作成・介護予防ケアマネ
ジメント依頼（変更）届出書②） 

２．アセスメント 対象者、家族と面接をする。（初回）
【新規のみ】「初めて介護保険のサービスの利用を希望される
方へ」を確認する。 

【新規のみ】初めて介護保険のサービスの利用を希
望される方へ③ 

利用者基本情報（１、２）、基本チェックリスト、介護予防
サービス・支援計画書の中の「アセスメント領域と現在の状
況」、「本人・家族の意欲・意向」、「領域における課題（背
景・原因）」程度までを把握する。 

利用者基本情報（④－１、④－２） 
基本チェックリスト⑤ 
介護予防サービス・支援計画書⑥ 

「要介護認定等の資料提供に係る申出書」の本人同意欄へ
署名を得る。 
区役所へ「要介護認定等の資料提供に係る申出書」をＦＡ
Ｘし、（２日後以降）認定調査関係資料を入手する。 

要介護認定等の資料提供に係る申出書⑦ 

３．介護予防サービス・支援計画書の作成と 
確定 

面接時に把握した情報と、認定調査関係資料をあわせ、介
護予防支援サービス・支援計画書の中の「アセスメント領域と
現在の状況」から「課題に対する目標と具体策の提案」までを
作成する。 

介護予防サービス・支援計画書⑥ 

対象者、家族と面接をする。（２回目） 
作成した介護予防サービス・支援計画書を提示し、すり合わせ
を行う。 

介護予防サービス・支援計画書⑥ 

「具体策についての意向 本人・家族」から「支援計画」までを
決定する。 
（なお、介護予防サービス・支援計画書の「期間」は、最長、
介護保険被保険者証の認定の有効期限までとする。） 

介護予防サービス・支援計画書⑥ 

地域包括支センターへ介護予防サービス・支援計画書の原
本、基本チェックリストを持参、または郵送し、確認を受ける。 
（初回の場合は、利用者基本情報（１、２）） 

基本チェックリスト⑤ 
介護予防サービス・支援計画書⑥ 
（利用者基本情報（④－１、④－２）） 

担当者会議 （必要に応じ、地域包括支援センターに会議への参加を依頼
する。） 
対象者、家族、サービス提供担当者等との共通認識を得る。 介護予防サービス・支援計画書⑥
対象者（または家族）に、介護予防サービス・支援計画書の
原案に同意を得る。 介護予防サービス・支援計画書⑥ 

介護予防サービス・支援計画書（写）とサービス利用票、サ
ービス利用票別表を、地域包括支援センターとサービス提供
担当者へ送付する。 

介護予防サービス・支援計画書⑥ 
サービス利用票、サービス利用票別表 

４．サービス提供 
サービス提供担当者は、サービス提供に際し、アセスメントを 
行い、「個別サービス計画」を立て、同意を得る。 

「個別サービス計画」に基づき、サービスを提供する。 

サービスの提供後、その効果についてアセスメントし、事業所 
としての評価を予防マネジメント担当者へ報告する。 

留意事項 
事業所の管理者はサービスの提供開始から少なく
とも１月に１回は利用者の状態・提供状況等に
ついて指定介護予防支援事業者等に報告すると共
に、期間が終了するまでに少なくとも１回はモニタリン
グをし、指定介護予防支援事業者等に報告する 
こと。 
計画変更の必要があるかどうかという視点をもって
行うこと。 

５．モニタリング 対象者に毎月、訪問等により、サービスの実施状況、対象者
の状況等についてモニタリングし、「経過記録」へ記入する。 

介護予防支援・介護予防ケアマネジメント（第１
号介護予支援事業）経過記録（サービス担当者
会議の要点を含む）⑧ 

モニタリングの結果、「介護予防サービス・支援計画書」に軽微
な変更がある場合は、現計画書を手書き等で修正し、再度、
対象者（または家族）に同意を取り、対象者（または
家族）、サービス提供担当者、地域包括支援センターへサー
ビス利用票・サービス利用票別表も一緒に交付する。 
（軽微な変更の場合は、対象者（または家族）に説明し、
同意を得たことについての文章を追加する。） 

介護予防サービス・支援計画書⑥ 
サービス利用票・サービス利用票別表 

６．評価 
評価期間は最長1年とする。 

支援計画の終了時、サービス提供担当者から事後アセスメン
トの結果の報告を受ける。 

対象者に基本チェックリストを実施し、「介護予防支援・介護
予防ケアマネジメントサービス評価表」を作成する。 

基本チェックリスト⑤
介護予防支援・介護予防ケアマネジメント（第１
号介護予支援事業）サービス評価表⑨ 

基本チェックリスト、「介護予防支援・介護予防ケアマネジメン
トサービス評価表」を地域包括支援センターにＦＡＸする。 

基本チェックリスト⑤ 
介護予防支援・介護予防ケアマネジメント（第１
号介護予支援事業）サービス評価表⑨ 

（地域包括支援センターは、必要時、「介護予防支援・介護
予防ケアマネジメントサービス評価表」にコメントを記入し、返
信する。） 

介護予防支援・介護予防ケアマネジメント（第１
号介護予支援事業）サービス評価表⑨ 

※更新時も、新規申請と同じ書類を提出する。 
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地域包括支援センター 委託居宅介護支援事業所 利用者 サービス事業者

※更新時も、新規申請と同じ書類を提出する。

４．サービス提供

５．モニタリング

６．評価

サービス担当者会議
※包括職員は必要に応じて参加

（２）浜松市 介護予防ケアマネジメント（介護予防支援）様式の流れ（令和3年版）
（このケアマネジメント様式の流れについては基本的なパターンで構成しており、あくまで実務の参考例です。）

２．アセスメント

３.介護予防サービス・
支援計画書の作成と
確定

１．契約 予防マネジメント契約

（契約書、重要事項説明書、

個人情報に関する同意書）

介護予防支援サービス

業務委託確認書

介護予防サービス計画作成・介

護予防ケアマネジメント 依頼

（変更）届出書②
要介護認定等の資料

提供に係る申出書⑦

初めて介護保険の

サービスの利用を希望

される方へ③

認定情報

（調査書、主治医意見書）

「委託居宅」が事務の一元化の

観点から、利用者から「初めて介護

保険のサービスの利用を希望される

方へ③」の情報を入手し、役所から

「認定情報（調査書、主治医意見

書）」を入手する。

「委託居宅」は計画書⑥を１部作成し、

「包括」に原本を持参または郵送。

「包括」は計画書⑥を確認の後、

「委託居宅」に返信（原本）。

基本チェックリスト⑤

介護予防サービス・支援

計画書⑥（原本）

（利用者基本情報 ④-

1、2）

介護予防サービス・

支援計画書⑥

（原本）確認 確認

介護予防サービス・

支援計画書⑥（写）

サービス利用票、

サービス利用票別表

（開始月の予定）

利用者の自署

あるものの写

ＦＡＸ可

担当者会議

担当者会議

介護予防サービス・

支援計画書⑥（自

署、確認）

サービス利用票

サービス利用票別

表確認

介護予防サービ

ス・支援計画書⑥

（写、確認済）

サービス提供票、

サービス提供票別

表

サービス利用票、サービス

利用票別表については、居

宅訪問時に次回の訪問月ま

での予定分を利用者に対し

てまとめて交付可。

なお、まとめて交付しない場

合は、何らかの形で（訪問、

郵送やＦＡＸ等）、利用者に

対して交付してください。

サービス提供票、

サービス提供票別表

実績＋実施状況の

報告（毎月）

支援経過記録⑧

「モニタリング」記録は毎月

記載

モニタリング

評価サービス評価表⑨（写）

（必要時、コメント記入）

評価評価
基本チェックリスト⑤

予防給付・総合事業

利用者情報提供表①

介護予防支援サービス

業務委託確認書

サービス利用票

サービス利用票別表

（開始月の予定

（写））

モニタリング

サービス評価表⑨

（支援計画終了時）

基本チェックリスト⑤（写）

担当者会議

意見照会

予防マネジメント

契約

（契約書、重要事

項説明書、個人情

報に関する同意書）

面接
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Ⅰ
№ 質問 回答
Q1 介護保険料の滞納がある場合、総合事業でも市
町の判断により給付制限をかけることが可能とのこと
であるが、浜松市はどうするのか。

総合事業は給付制限を課さない。

Q2 住所地特例はどのように扱うのか。 住所地特例対象者に対する総合事業については、当該者が居住す
る施設が所在する市町村がサービスを行う。
例えば、浜松市内の施設に在住する住所地特例対象者については、
浜松市の総合事業のサービスを受けることになる。

Q3 居宅介護支援費の取扱件数の算出に関して、委
託を受けた介護予防支援は受託件数×1/2件と
数えるが、介護予防ケアマネジメントＡも同様に数
えるのか。
それとも、取扱件数に入れないことになるのか。

取扱件数には含まない。
総合事業における介護予防ケアマネジメント（A・B・C）については、
報酬の逓減制度は設けないことから、適正なプラン作成が行える範囲
で受託されたい。
(ただし、地域包括支援センターが直営で実施する件数は、市の定め
る件数の中で収めるよう努めていただく）

Q5 生活保護受給者が総合事業を利用する場合は、
自己負担か公費か。

公費となる。
なお、40歳から65歳未満の介護保険の被保険者でない被保護者の
総合事業の利用については、介護予防サービス・支援計画書作成に
あたり、事前に市の生活保護担当者に利用するサービスについて相談
をする。

Q6 介護予防支援の委託をしている指定居宅介護支
援事業所に総合事業の介護予防ケアマネジメント
の委託をする場合、介護予防ケアマネジメントとして
の契約を結び直す必要があるか。

介護予防ケアマネジメントについて、業務契約を行う必要はない。

第5章 介護予防ケアマネジメントに関する Q&A
制度的な枠組み

Q4 介護予防支援費及び介護予防ケアマネジメント費
について、初回加算を算定できるのはどのような場
合か。

契約の有無に関わらず、当該利用者について、過去２か月以上、
介護予防支援費及び介護予防ケアマネジメント費が算定されていな
い場合に、当該利用者に対して介護予防サービス計画を作成した場
合は初回加算の算定が可能である。管轄する介護予防支援事業所
（地域包括支援センター）に変更が生じた場合も初回加算の算定
が可能である。
要支援者又は基本チェックリスト該当者に対して、総合事業の介護
予防サービス計画を作成することは、要支援者に対して介護予防サー
ビス計画を作成することと同等であることから、介護予防ケアマネジメン
ト計画から介護予防サービス計画に変わった場合は算定の対象とは
ならない。
なお、介護予防ケアマネジメント計画（ケアマネジメントＣを除く）に
おける初回加算についても同様の扱いとする。

＜初回加算が算定できない場合＞
①要支援者が要介護認定の更新をして、総合事業のサービスを利用
した場合
②介護予防給付のサービスを利用するため、介護予防ケアマネジメン
トから介護予防支援に移行した場合（またはその逆の場合）
③要支援者が基本チェックリストの実施により、事業対象者となった
場合（またはその逆の場合)
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Ⅱ
№ 質問 回答
Q1 基本チェックリストに係る相談受付は、市内の各協
働センターでも可能か。

総合事業の相談は、市内の各協働センターでは受付できないため、
区役所長寿保険課もしくは地域包括支援センターに相談する。

Q2 基本チェックリストは、本人に記入してもらうとある
が、聞き取りでの実施は行ってはいけないか。

本人と面談のうえ、本人が記入することを基本としている。
本人以外の人が記入した場合は、その後の訪問で本人と面接し、
記入内容を確認する。

Q3 基本チェックリストを実施した結果、非該当になった
場合、総合事業の介護予防・生活支援サービス
事業を利用することはできないのか。

基本チェックリストを実施した結果、非該当となった場合は、総合事業
の介護予防・生活支援サービス事業の利用はできないが、総合事業
の一般介護予防事業の利用は可能である。

Q4 負担割合証はいつ送付されるのか。 基本チェックリストの実施後、介護予防ケアマネジメント依頼届出書を
区役所長寿保険課へ提出した即日に、被保険者証と負担割合証を
発行する。

Q1 緩和した基準の指定事業所または受託事業所若
しくは住民主体サービスの把握方法について。

緩和した基準によるサービスである元気はつらつ教室は、関係書式
【帳票⑩】に掲載。緩和した基準によるサービスである生活支援訪問
サービスについては、「はままつの介護保険サービス利用のてびき」に掲
載。
住民主体サービスは、高齢者福祉課へ確認する。

Q2 基本チェックリストを実施し、総合事業の介護予
防・生活支援サービスの事業対象者が、月途中で
住宅改修や福祉用具のレンタルや購入が必要に
なった場合、新たに要介護認定の申請は必要か。

住宅改修や福祉用具の購入等は総合事業にないサービスのため、
要介護認定の申請をする必要がある。

Q1 介護予防サービス・支援計画書の「サービス種別」
の欄に、総合事業はどのように記載すればよいか。

訪問型サービス、通所型サービス等、利用するサービスの名称を具体
的に記載する。

Q2 予防給付と同様に地域包括支援センターに対して
利用者基本情報、評価表等の提出は必要か。

委託を受けた居宅介護支援事業所は、「介護予防サービス・支援計
画書（ケアマネジメント結果記録表）」の原案を作成した時点で
①利用者基本情報【帳票④-1、2】
②基本チェックリスト【帳票⑤】
③介護予防サービス・支援計画書（ケアマネジメント結果記録表）
【帳票⑥】
④サービス利用票
⑤サービス利用票別表
⑥介護保険負担割合証のコピー（必要時）
を地域包括支援センターに提出し、確認を依頼する。
また、「介護予防支援・介護予防ケアマネジメントサービス評価表」を
地域包括支援センターに提出し、確認を受ける。

Q3 総合事業の介護予防・生活支援サービス事業と介
護保険の介護予防サービスを交互に実施する利用
者の介護予防サービス・支援計画書について、共
通する1枚を作成して流用してもよいか。

「介護予防サービス・支援計画書（ケアマネジメント結果記録表）」
は総合事業の介護予防・生活支援サービス事業と介護保険の介護
予防サービスとともに使用する共通様式となっているので、流用できる。
総合事業の介護予防・生活支援サービス事業と介護保険の介護予
防サービスを交互に実施しても、「介護予防サービス・支援計画書
（ケアマネジメント結果記録表）」を作成し直す必要はない。
ただし、本人の状態変化等がある場合には、「介護予防サービス・
支援計画書（ケアマネジメント結果記録表）」の見直しを行う必要が
ある。

サービス利用

プ
ラ
ン

申
請

サ
ー
ビ
ス
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Q4 介護保険の介護予防サービスのケアプラン作成を
受託した指定居宅介護支援事業者は、ケアプラン
の作成にあたり、委託者である地域包括支援セン
ターの確認を受ける必要があるのか。

地域包括支援センターの確認（押印等）は必要である。
地域包括支援センターは、必要時にコメントを記入する。

Q5 ケアマネジメントＡのモニタリングは3か月に1回か。 総合事業の介護予防・生活支援サービス事業と同様、少なくとも月
１回はその結果を記録し、３か月に１回は利用者宅を訪問して面接
を実施する。
訪問しない月においては、事業所訪問等による面接または電話等に
より利用者及びサービス提供の状況を把握する必要がある。

Q6 介護認定の有効期間が4年の場合、見直しはいつ
実施するのか。

目標に沿った期間で時期を設定するが、最長で認定有効期間とす
る。
ただし、評価に関しては、１年毎に行う。変更がなければプラン変更の
必要はない。

※事業対象者のケアプランは、１年とする。

Q7 「介護予防支援・介護予防ケアマネジメント（第
１号介護予防支援事業）サービス評価表」【帳
票⑨】の地域包括支援センター記入欄の「意見」の
記入は必要があるのか。

地域包括支援センターは、必要時にコメントを記入する。

Ⅲ
№ 質問 回答
Q1 介護予防ケアマネジメント費の請求は、どのように行
うのか。

地域包括支援センターから地域包括支援システムを介して、国保連
合会に送信する。

Q2 総合事業における月額包括報酬の日割りの算定
方法は、予防給付と同じか。

総合事業における月額包括報酬の日割りの算定方法について、月途
中の契約開始や契約解除は、日割りとなる。
詳しくは、「月額包括報酬の日割りに請求に係る適用（平成27年3
月31日）老健局介護保険計画課・振興課・老人保険課 事務連
絡」を参考にしていただきたい。

Q3 総合事業のみの利用者が、月途中から福祉用具
をレンタルすることになったケース、逆に福祉用具の
レンタルを止めるケースは、どちらで請求するのか。

月の中で1日でも介護保険の介護予防サービスを利用する場合は、
その月は介護予防支援費として請求する。

Q4 総合事業対象者が介護保険を申請した場合の介
護予防ケアマネジメント費の請求方法等はどのよう
に扱うのか。

要介護認定の申請結果が通知されるまでは保留とする。

Q5 令和3年4月に新設された委託連携加算はどのよ
うな時に算定できるか。

指定介護予防支援事業所が利用者に提供する指定介護予防支援
を指定居宅介護支援事業所（指定居宅介護支援等の事業の人
員及び運営に関する基準（平成11年厚生省令第38号）第2条第
1項に規定する指定居宅介護支援事業所をいう。）に委託する際、
当該利用者に係る必要な情報を当該指定居宅介護支援事業所に
提供し、当該指定居宅介護支援事業所における介護予防サービス
計画の作成などに協力した場合は、当該委託を開始した日の属する
月に限り、利用者1人につき1回を限度として所定単位数を加算す
る。

プ
ラ
ン

給付管理・請求事務
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Q6 委託連携加算について、地域包括支援センターが
当該利用者に係る必要な情報を当該指定居宅
介護支援事業所に提供するとあるが、具体的には
どのようなことを指すか。

利用者基本情報に限らず、地域包括支援センターが把握している範
囲での情報を居宅介護支援事業所へ情報提供をしている場合であ
り、その際、文書でのやり取りを基本とする。
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 介護予防ケアマネジメントの手引き（介護予防支援を含む） 関係書式 

目   次 

帳票番号 帳票名 

① 予防給付・総合事業利用者情報提供表

② 介護予防サービス計画作成・介護予防ケアマネジメント依頼（変更）届出書 

③ 初めて介護保険のサービスの利用を希望される方へ 

④-1、2 利用者基本情報（１、２） 

⑤ 
基本チェックリスト（表１） 

事業対象者に該当する基準（表２）、基本チェックリストについての考え方（表３） 

⑥ 
介護予防サービス・支援計画書（ケアマネジメント結果等記録表） 

【記入例】 介護予防サービス・支援計画書（ケアマネジメント結果等記録表） 

⑦ 要介護認定等の資料提供に係る申出書 

⑧ 
介護予防支援・介護予防ケアマネジメント（第１号介護予支援事業）経過記録 

（サービス担当者会議の要点を含む） 

⑨ 介護予防支援・介護予防ケアマネジメント（第１号介護予防支援事業）サービス評価表 

⑩ 元気はつらつ教室事業委託先（令和 3 年度） 

⑪ 元気はつらつ教室 個別サービス計画（評価票） 

参考資料 元気はつらつ教室利用対象者の目安 

参考資料 
介護保険最新情報 vol.155 平成 22 年 7 月 30 日 厚生労働省老健局振興課 

「介護保険制度に係る書類・事務手続きの見直し」に関するご意見への対応について 

参考資料 指定介護予防支援に要する費用の額の算定に関する基準の一部改正 

参考資料 介護予防支援・介護予防ケアマネジメント業務実施報告書 
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行

※　区分変更や訪問予定、その他、連絡事項がありましたらご記入お願いします。

※　委託していただける場合は以下の書類を使用します。

　 ①　介護保険被保険者証
②　基本情報
③　チェックリスト
④　サービス利用票
⑤　支援計画表
⑥　評価表

地域包括支援センター

電話番号

FAX番号

０５３－　　　－

０５３－　　　－

居宅介護支援

事業所名

電話番号

日

担当者名

令和
有

新規

申請中

～月

日年
日

月

≪備考欄≫

月

無 可 ・

月

認　定　有　効　期　間

令和

日送付年月日

年

サービス利用

） 年
月分（

FAX番号

年 更新

氏　　　　　名
フ　　　リ　　　ガ　　　ナ　

住　　　　　　　　　所 電　　話　　番　　号

被　保　険　者　番　号 生　年　月　日 認　　定

予防給付・総合事業利用者情報提供表　

要支援（１・2）

事業対象者

受託可否区分

・ 否

【帳票番号①第２版】

-
2
8
-



【帳票番号②第２版】 

第12号様式の２(第8条関係) 

介護予防サービス計画作成・介護予防ケアマネジメント依頼（変更）届出書

※どちらかにチェックをしてください。□介護予防サービス計画作成 □介護予防ケアマネジメント
区 分

新規・変更

被 保 険 者 氏 名 被 保 険 者 番 号

フリガナ

個 人 番 号

介護予防サービス計画の作成を依頼（変更）する介護予防支援事業者

介護予防ケアマネジメントを依頼（変更）する地域包括支援センター

介護予防支援事業所名・所在地

地域包括支援センター名・所在地
事業所番号

〒

電話番号（    ）    ―

介護予防支援又は介護予防ケアマネジメントを受託する居宅介護支援事業者

※居宅介護支援事業者が介護予防支援又は介護予防ケアマネジメントを受託する場合のみ記入してください。

居宅介護支援事業所名・所在地 事業所番号

〒

電話番号（    ）    ―

介護予防支援事業所若しくは地域包括支援センター又は居宅介護支援事業所を変更する場合の事由等

※ 変更する場合のみ記入してください。

変更年月日（令和   年   月   日付）

（あて先）浜松市長

介護予防サービス計画の作成依頼（変更）・介護予防ケアマネジメントの利用依頼（変更）について、

介護保険法第５８条第４項・浜松市介護保険条例施行規則第７条の５の規定により、届け出ます。

    年   月   日

住所

被保険者                  電話番号（    ）    ―  

     氏名               

浜松市確認欄

受 付 入 力 確 認 備 考

１ この届出書は、介護予防サービス計画の作成又は介護予防ケアマネジメントを依頼する事業所等が決ま

り次第、速やかに浜松市へ提出してください。

２ 介護予防サービス計画の作成若しくは介護予防ケアマネジメントを依頼する介護予防支援事業所（地域

包括支援センター）又は介護予防支援若しくは介護予防ケアマネジメントを受託する居宅介護支援事業

所を変更するときは、変更年月日を記入のうえ、必ず浜松市に提出してください。届出がない場合、サ

ービスに係る費用を一旦、全額自己負担していただくことがあります。

３ 住所地特例の対象施設に入居中の場合は、その施設の住所地の市町村の窓口へ提出してください。

（

太
枠
の
中
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。
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名前 男・女 Ｍ・Ｔ・Ｓ　　　年　　　月　　　日

TEL

FAX

氏名 続柄 連絡先

　医療機関名

　医師名 時間 行動

　連絡先 ： 起床

病名 医療機関 ：

　　　　年　　　　月 ： 朝食

　　　　年　　　　月 ：

　　　　年　　　　月 ：

　　　　年　　　　月 ： 昼食

　　　　年　　　　月 ：

：

趣味 ： 夕食

楽しみ ：

特技 ： 就寝

現
病
歴
・
既
往
歴

主
治
医

趣味・楽しみ・特技　等　

1日の生活（過ごし方）

住所

～　初めて介護保険のサービスの利用を希望される方へ　～

　地域包括支援センターや居宅介護支援事業所へ初めて相談する際は、あらかじめこの用紙を記入し事業所の人に渡してください。
　相談を受ける際に活用させていただきます。

住所

　身体障害者手帳（　　　　　級）　・　国民年金　・　厚生年金　・　障害年金　・ 　遺族年金　・　共済年金　・　なし身体障害者手帳や年金等

緊
急
の

連
絡
先

-
3
0
-

【
帳
票
番
号
③
第
２
版
】



【帳票番号④-1、2 第２版】 

利用者基本情報

作成担当者：

《基本情報》 

相 談 日 年  月  日（  ）
来 所・電 話

その他（       ）

初 回

再来（前  /    ）

本人の現況 在宅・入院又は入所中（                ）

ﾌﾘｶﾞﾅ

本人氏名
男・女 M・T・S  年  月  日生（   ）歳

住  所

Tel 

Fax 

    （   ）

 （   ）

日常生活

自立度

障害高齢者の日常生活自立度 自立・Ｊ１・Ｊ２・Ａ１・Ａ２・Ｂ１・Ｂ２・Ｃ１・Ｃ２

認知症高齢者の日常生活自立度 自立・Ⅰ・Ⅱａ・Ⅱｂ・Ⅲａ・Ⅲｂ・Ⅳ・Ｍ

認定情報

非該当・要支１・要支２・要介１・要介２・要介３・要介４・要介５

有効期限： 年 月 日～ 年 月 日 （前回の介護度     ）

基本チェックリスト記入結果：事業対象者の該当あり・事業対象者の該当なし

基本チェックリスト記入日： 年 月 日

障害等認定 身障（  ）、療育（  ）、精神（  ）、難病（  ）

本人の

住居環境
自宅・借家・一戸建て・集合住宅・自室の有無（ ）階、住宅改修の有無

経済状況 国民年金・厚生年金・障害年金・生活保護・・・

来 所 者

(相談者) 家

族

構

成

家族構成

家族関係等の状況

住  所

連 絡 先

続

柄

緊急連絡先

氏名 続柄 住所・連絡先

◎=本人、○=女性、□=男性 
●■=死亡、☆=キーパーソン
主介護者に「主」

副介護者に「副」

（同居家族は○で囲む）

様式５
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【帳票番号④-1、2 第２版】 

《介護予防に関する事項》 

今までの生活

現在の生活状

況（どんな暮

らしを送って

いるか）

１日の生活・すごし方 趣味・楽しみ・特技

時間 本人 介護者・家族

友人・地域との関係

《現病歴・既往歴と経過》（新しいものから書く・現在の状況に関連するものは必ず書く） 

年月日 病名 
医療機関・医師名 

（主治医・意見作成者に☆） 
経過 治療中の場合は内容 

年 月 日 

Tel 治療中 

経観中 

その他 

年 月 日 

Tel 治療中 

経観中 

その他 

年 月 日 

Tel 治療中 

経観中 

その他 

年 月 日 

Tel 治療中 

経観中 

その他 

《現在利用しているサービス》 

公的サービス 非公的サービス 

地域包括支援センターが行う事業の実施に当たり、利用者の状況を把握する必要があるときは、基
本チェックリスト記入内容、要介護認定・要支援認定に係る調査内容、介護認定審査会による判定結
果・意見、及び主治医意見書と同様に、利用者基本情報、アセスメントシートを、居宅介護支援事業
者、居宅サービス事業者、総合事業におけるサービス事業等実施者、介護保険施設、主治医その他本
事業の実施に必要な範囲で関係する者に提示することに同意します。 

                     年  月  日  氏名
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                                                                                                    記入日：平成

氏名 生年月日

日常生活に関する項目 　（　　　点／５点）

1

2

3

4

5

運動不足に関する項目 　（　　　点／５点）

6

7

8

9

10

栄養状況に関する項目 　（　　　点／２点）

11

12 身長 cm kg

　お口の状況にする項目 　（　　　点／３点）

13

14

15

閉じこもりに関する項目 　（　　　点／２点）

16

17

物忘れに関する項目 　（　　　点／３点）

18

19

20

気持ちに関する項目 　（　　　点／５点）

21

22

23

24

25

（ここ２週間）以前は楽にできていたことが今はおっくうに感じられる 1.はい 0.いいえ

（ここ２週間）毎日の生活に充実感がない 1.はい 0.いいえ

（ここ２週間）これまで楽しんでやれていたことが楽しめなくなった 1.はい 0.いいえ

（ここ２週間）自分が役に立つ人間だと思えない 1.はい 0.いいえ

（ここ２週間）わけもなく疲れたような感じがする 1.はい 0.いいえ

（№１～20　　　　点／２０点）

　 （注）ＢＭＩ＝体重(kg)÷身長(m)÷身長(m)が18.5未満の場合に該当とする

週に１回以上は外出していますか 0.はい 1.いいえ

0.いいえ

昨年と比べて外出の回数が減っていますか 1.はい 0.いいえ

周りの人から｢いつも同じ事を聞く｣などの物忘れがあると言われますか 1.はい 0.いいえ

自分で電話番号を調べて、電話をかけることをしていますか 0.はい 1.いいえ

今日が何月何日かわからない時がありますか 1.はい

お茶や汁物等でむせることがありますか 1.はい 0.いいえ

口の渇きが気になりますか 1.はい 0.いいえ

体重 （ＢＭＩ＝ ）(注)

半年前に比べて固いものが食べにくくなりましたか 1.はい 0.いいえ

転倒に対する不安は大きいですか 1.はい 0.いいえ

６ヶ月間で２～３kg以上の体重減少がありましたか 1.はい 0.いいえ

１５分位続けて歩いていますか 0.はい 1.いいえ

この１年間に転んだことがありますか 1.はい 0.いいえ

階段を手すりや壁をつたわらずに昇っていますか 0.はい 1.いいえ

椅子に座った状態から何もつかまらずに立ち上がっていますか 0.はい 1.いいえ

友人の家を訪ねていますか 0.はい 1.いいえ

家族や友人の相談にのっていますか 0.はい 1.いいえ

日用品の買い物をしていますか 0.はい 1.いいえ

預貯金の出し入れをしていますか 0.はい 1.いいえ

No. 質問項目
回答：いずれかに
○をお付けくださ
い

バスや電車で１人で外出していますか 0.はい 1.いいえ

住 所

表１
   基本チェックリスト

希望するサービス内容

記入日： 令和　　年　　月　　日

【帳票番号⑤第２版】
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【帳票番号⑥第 2版】 

計画に関する同意 

介護予防サービス・支援計画書（ケアマネジメント結果等記録表）

Ｎｏ．        

利用者名           様 認定年月日   年  月  日 認定の有効期間  年  月  日～  年  月  日  

計画作成者氏名                                 委託の場合：計画作成者事業者・事業所名及び所在地（連絡先）                                           

計画作成（変更）日      年   月   日（初回作成日      年   月   日）   担当地域包括支援センター：                                                   

目標とする生活 

1日 1 年 

アセスメント領域と 

現在の状況 

本人・家族の 

意欲・意向 

領域における課題（背景・

原因） 
総合的課題 

課題に対する 

目標と具体策 

の提案 

具体策についての意向 

本人・家族 
目標 

支援計画 

目標についての 

支援のポイント 

本人等のセルフケア

や家族の支援、イン

フォーマルサービス

介護保険サービスま

たは地域支援事業 

サービス 

種別 
事業所 期間 

運動・移動について  □有 □無 （ ）      

日常生活(家庭生活)について □有 □無 （ ）      

社会参加、対人関係・

コミュニケーションについて

□有 □無 （ ）      

健康管理について 
□有 □無 （ ）      

健康状態について                                  【本来行うべき支援が実施できない場合】    総合的な方針：生活不活発病の改善予防のポイント 
□主治医意見書、健診結果、観察結果等を踏まえた留意点                 妥当な支援の実施に向けた方針 

基本チェックリストの(該当した質問項目数)／（質問項目数）をお書き下さい。 
地域支援事業の場合は必要な事業プログラムの枠内の数字に○印をつけて下さい 

 初回・紹介・継続 認定済・申請中 要支援１・要支援２ 事業対象者 

地域包括支援センター 

【意見】

運動 

不足 

栄養 

改善 

口腔内

ケア 

閉じこも

り予防 

物忘れ

予防 

うつ 

予防 

予防給付または 
地域支援事業

上記計画について、同意いたします。 

   年  月  日 氏名         

-37-



-38-

【帳票番号⑥第２版】



【帳票番号⑦第２版】 

          令和  年  月  日

（あて先）浜松市長

              住所（所在地）  

       申出者  氏名（事業者・施設名称）

          （担当者氏名）

               電話 

        本人との関係   □  親族（続柄：               ） 
               □  居宅介護支援事業所 

要支援１、要支援２の被保険者が契約している地域包括支援センター 

□  介護保険施設 
               □ 地域包括支援センター 
                              □ その他 

要介護認定等の資料提供に係る申出書

 要介護認定等の資料について、下記により資料の提供を申し出ます。 

 なお、この資料は以下の目的以外には使用いたしません。 

(1)居宅サービス計画作成 

(2)介護予防サービス計画作成 

(3)介護予防ケアプランの作成 

(4)地域ケア会議における個別事例の検討 

(5)指定介護老人福祉施設及び指定地域密着型介護老人福祉施設における入所に関する検討の

ための委員会での特例入所対象者の判定及び施設への優先入所対象者の判定 

(6)認知症日常生活自立度を基準とした加算における日常生活自立度の決定 

記

資料の外部提供 

を必要とする 

被保険者 

氏名 被保険者番号 

住所 

生年月日 Ｍ Ｔ Ｓ   年   月   日           

アセスメント訪問日 令和  年  月  日 面接者 本人、（        ） 

提供を依頼する 

資料及び方法 

□  認定調査票（概況調査） → □閲覧 □複写 

□ 認定調査票（基本調査） → □閲覧 □複写 

□ 認定調査票（特記事項） → □閲覧 □複写 

□  主治医意見書 → □閲覧 □複写 

提供を希望する区役所 

及び協働センター 

（一個所選ぶ） 

中

区

東

区

西

区

南

区

北

区

浜
北
区

天
竜
区

引

佐

三
ヶ
日

春

野

佐
久
間

水

窪

龍

山

本人同意欄       令和  年  月  日 

（あて先）浜松市長

                                 住所 

                      被保険者  氏名 

                                 電話番号 

 私の介護サービス計画作成等（上記の(1)から(6)に限る)のため、浜松市が保有する私の上記資

料について申し出者に提供することに同意します。 

                      本人署名 
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年月日 年月日

※１

2

介護予防支援・介護予防ケアマネジメント（第１号介護予支援事業）経過記録（サービス担当者会議の要点を含む）

　介護予防支援・介護予防ケアマネジメント（第１号介護予防支援事業）経過は、具体的には、時系列に出来事、訪問の際の観察（生活の活発さの変化を含
む）、サービス担当者会議の内容、利用者・家族の考えなどを記入し、介護予防支援・介護予防ケアマネジメント（第１号介護予防支援事業）や各種サービスが
適切に行われているかを判断し、必要な場合には方針変更を行うためのサービス担当者会議の開催、サービス事業所や家族との調整などを記入する。

　サービス担当者会議を開催した場合には、会議出席者（所属（職種）氏名）、検討した内容等を記入する。

計画作成者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　利用者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

内容 内容

【帳票番号⑧第２版】

-
4
0
-



　　様式８

介護予防支援・介護予防ケアマネジメント（第1号介護予防支援事業）　　サービス評価表 評価日

利用者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　殿

目標 評価期間 目標体制状況
目標

達成／未達成
目標達成しない原因
（本人・家族の意見）

目標達成しない原因
（計画作成者の評価）

　□　プラン継続 　□　介護給付
　□　プラン変更 　□　予防給付
　□　終了 　□　介護予防・生活支援サービス事業

　□　一般介護予防事業
　□　終了

計画作成者氏名

今後の方針

地域包括支援センター意見総合的な方針

【帳票番号⑨第２版】

-
4
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-



【帳票番号⑩第２版】 

元気はつらつ教室事業委託先（令和３年度） 
実施施設 対象地域 

1 ふれあい交流センター竜西 (東区)長上・笠井・積志(有玉西町を除く)  (中区)曳馬 
2 ふれあい交流センター湖東 (西区)庄内・和地・伊佐見  (中区)花川 
３ ふれあい交流センター湖南 (西区)神久呂・入野・篠原・雄踏全域  (中区)富塚 
４ ふれあい交流センター陽だまり (西区)舞阪全域 
5 ふれあい交流センター江之島 (南区)白脇・五島・河輪    (中区)駅南・江西 
6 ふれあい交流センター可美 (南区)新津・可美  (中区)中央・城北・西・県居・佐鳴台 

7 ふれあい交流センター青龍 
(南区)飯田・芳川  (東区)中ノ町・和田・蒲   
(中区)北・アクト・江東 

8 ふれあい交流センター萩原 
(北区)都田・新都田・三方原  (東区)積志(有玉西町に限る) 
(中区)萩丘（住吉・和合・萩丘中・葵・高丘） 

9 細江介護予防センター (北区)細江全域・引佐全域 
１０ 三ヶ日総合福祉センター (北区)三ケ日全域 
１１ 浜北生きがいデイサービスセンター (浜北区)浜名・北浜 
１２ 特別養護老人ホーム多喜の園 (浜北区)赤佐・麁玉・中瀬 
１３ くんまデイサービスセンター 

天竜 

熊、神沢、大栗安、芦窪、長沢、懐山 

１４ 天竜保健福祉センター 
二俣町、山東、次郎八新田、大谷、船明、只来、横
川、石神、上野、両島、青谷、渡ケ島、米沢、緑恵台

１５ 竜川ふれあいセンター 
横山町、月、小川、大川、相津、伊砂、佐久、谷山、
西雲名、東雲名 

１６ 阿多古すこやかホーム 西藤平、東藤平、阿寺、芦窪、長沢、懐山 
１７ 春野福祉センター 

春野 
熊切地区・気田地区・杉地区・春南地区一部 

１８ 特別養護老人ホーム秋葉の苑 春南地区等 
１９ 特別養護老人ホームさくまの里 

佐久間 
全域(利用者の希望で選択) 

２０ デイサービスふれあい 浦川地区・佐久間地区(利用者の希望で選択) 
２１ 水窪高齢者交流センター 水窪全域 
２２ 龍山デイサービスセンター 龍山全域 
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曜日
作成者

氏名 生年月日

申請事業所名 担当者

独歩 補助具使用 独歩 補助具使用 独歩 補助具使用

安定 不安定 安定 不安定 安定 不安定

清潔 不潔 清潔 不潔 清潔 不潔

主活動 意欲 あり なし あり なし あり なし

体操 意欲 あり なし あり なし あり なし

積極性 あり なし あり なし あり なし

問題なし 問題あり 問題なし 問題あり 問題なし 問題あり

問題なし 問題あり 問題なし 問題あり 問題なし 問題あり

あり なし あり なし あり なし

適 否 適 否 出席回数

　　　　　　　③「評価日①」は開始から６ヵ月後　、「評価日②」は年度末　　　　　

特記事項

事業参加の適否　　　　　※

　　作成日　　　　　　　　年　　　　　月　　　　　　日　　M　　T　　S　　　　　　　年　　　　　　月　　　　　　日

地域包括支援センター・居宅介護支援事業所（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　

　　　　　　　②判断に悩む場合は、近い状態に○をつけ特記事項に記入して下さい。

歩行

コミュニケーション

整容

注意事項　①※印については特記事項へ詳しく記入して下さい。

心身体状況 作成日(      /      ) 評価日①(      /      ) 評価日②(      /      )

記憶力　　　　　　　　　　　※

表情

/

理解力　　　　　　　　　　　※

会場名　　　　　　　　　　　　　氏名

様　　

元気はつらつ教室

目標 目標 支援方法 評価

申請事業所

元気はつらつ教室　個別サービス計画

【帳票番号⑪第２版】

-
4
3
-



 【参考資料】 

「元気はつらつ教室利用対象者の目安」 

○送迎を含めたサービス利用中に、下記のように職員による傍らでの見守りや介助が

必要な場合は、元気はつらつ教室（緩和基準の通所介護サービス）の利用は困難なこ

とがあります。複数の項目にチェックがある場合は、現行相当の通所介護サービスの

利用を主に検討してください。

身体面の状況 

移

動

歩行が不安定で転倒の危険が常にある

杖以外の歩行器具が必要

送迎やトイレへの付き添い、見守りや介助が必要

トイレへの誘導（声かけ含む）や、パッド交換含むトイレの介助が必

要

普通の硬さの食事が食べられない

食事の介助が必要

体力面の低下等により、手作業や体操など集団のプログラムに付き添

い、介助が必要

認知面の状況 

利用日や時間が分からなかったり忘れることがある

決まった時間に送迎場所にいることができない(家族の協力が得られ
る場合は除く) 

利用料が分からなかったり忘れたりする(家族の協力が得られる場合
は除く) 
場所が分からなくなり、席に戻れなかったり、勝手に外へ出ることが

ある

靴や荷物など、自分のものと他の利用者のものの区別がつかないこと

がある

物の管理ができなかったり、人物の物を持ち帰るなど、他利用者との

トラブルが心配される

同じ話を繰り返したり、他者へ攻撃的になったりなど他利用者とのト

ラブルがある

話や説明の内容が理解できなかったり、意欲がなく、介助がないと集

団プログラムに参加できない
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 【参考資料】 

（指定介護予防支援に要する費用の額の算定に関する基準の一部改正） 

第十八条指定介護予防支援に要する費用の額の算定に関する基準（平成十八年厚生労働省告示第百二十九号）の

一部を次の表のように改正する。 
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被保険者 介護予防 委託

番号 支援費 連携加算 委託

連携加算

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

4,023円× 3,063円× 3,063円× 4,023円× 2,921円× 3,063円× 3,063円×

※太枠内の項目について、対象となる場合に〇をつけてください。

件数の合計（〇の合計）

請求金額

請求金額合計 円 円

介護予防支援・介護予防ケアマネジメント業務実施報告書
（　　地域包括支援センター　　令和　　　　年　　　　　月サービス利用分　　）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　居宅介護支援事業所名

№ 氏　名 初回加算
Ａ Ｂ

介護予防ケアマネジメント

初回加算

【参考資料】

-
5
7
-
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